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甲号証 標 題 作成者
立証趣旨

番 方ロ （原本・写しの別） 作成年月日

外務大臣が本件文書 1 につ
いて行った部分開示。乙 4

「報告書
写 外務大臣 とほぼ同じ文書だが、例え

5 対イラク武力行使に関する
し

ば、 2 枚目や 4 枚目の末尾

我が国の対応」 2016.3.30 に「次頁不開示」との説明
があり、不開示の頁数を把

握できる。

外務省が、イラクを巡る

「イラクを巡る情勢の経緯 写 外務省 情勢をまとめた文書を外
6 

(2003 年 5 月 1 日まで）」 し
務省ウェブサイトで公表

2003. 10 していること及びその内
介六。

外務省が、平成 16 年版外

外務省
交青書において、イラク情

「平成 1 6 年版外交青書」 写 勢及び対イラク武力行使
7 

（抜粋） し についてまとめたものを2004.4 
公表していること及びそ

の内容。

「日本の軍縮・不拡散外交
写 外務省 外務省がイラク戦争の経緯

8 （第二版）」
し

をまとめた文書を公表して

（抜粋） 2004.4 いること及びその内容。

外務省関係者が、どの国と

写 外務省 どのような会談を行った, 「日本の外交努力」
し

か等の事実が外務省ウェ
2005.5 プサイトで公表されてい

ること及びその内容。
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尖閣諸島の接続水域に中
国軍艦が入ったことに関

する駐日中国大使と日本

政府とのやり取りが報道

「尖閣接続水域に中国軍 （株）毎日新
されているように、「関係

政府、米と連携確認・・・
国高官と我が国政府との

1 0 NSC で協醗」 写 聞社 間で交わされた具体的な

（毎日新聞記事・ウェブ
し やり取り」は、そのことゆ

サイト版） 2016.6.9 えに直ちに非公開とされ

る事柄には該当しないこ
と。また、政府が国家安全

保障会議で協議した議題、
方針、情報交換の相手方な
ども報道されていること。

松本一弥
日本政府が対イラク武

『55 人が語るイラク戦争一
カ行使を支持するに至

1 1 9 • 11 後の世界を生きる』
写
2011.9.29 

った政府部内における

（抜粋）
し 政策検蔚・意思決定プロ

（発行日） セスの内容が、書籍で公

表されていること。

オフンダ及び英国におけ

るイラク戦争検証の動向。

「短報 オランダ及び英国
オランダは、政治的な意思

1 2 
におけるイラク戦争検証の 写 久古聡美 決定の経過や与党が行っ

励向」 し 2010. 6 
た連立協議が意思決定に

（レファレンス No. 713) 
及ぼした影響、＇「青報機関の
役割など、政策の経緯を詳
細に報告書に記載し、公表

していること。
小泉首相（当時）が、対イ

1 3 
「小泉総理インタビュー 写 内閣官房 ラク武力行使の法的根拠

［イラク問題について］」 し 2003.3.18 
を説明しており、その内容

が首相官邸ウニブサイト
で公表されていること。

「研究ノ 卜 武力行使に

関する国連の法的枠組みの 折田正樹 対イラク武力行使の国際

1 4 
有効性一対アフガニスタ 写

法上の合法性に関する関

ン軍事作戦とイラク戦争の し
2007.1.10 係各国の見解や外交行為

場合ー」 （発行日）
が研究報告として公表され

（外務省闘査月報 2006/No. 3) 
ていること及びその内容。
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